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要 旨 

国際貿易理論の価格形成についての空間的側面を考慮に入れると，一般立地理論の一分野にすぎない，と

いう考え方はすでに B. Ohlin(1967)に指摘されたが，20 世紀の 90 年代になって，P. Krugman らの定式化した

モデル開発により，研究がさらに進められてきた。その以降 1 つの方向として，空間にかかわる集積の外部

不経済，財や要素移動の障害などより多くの要因を考慮に入れ，研究を深化した。 

本稿は要素の空間的移動不可にかかわる国境の存在が産業の空間分布に与える影響に着目したい。国境に

よる労働移動の障害を考慮したモデルは Krugman and Venables (1995)や Krugman and Livas (1996)などがある。

しかしこれらのモデルは国間および国内地域間の産業分布を同時に分析することができなかった。最近にこ

の点を改善した 2 国 4 地域モデルによる分析は Monfort and Nicolini (2000)，Behrens et al. (2003)および呉(2004)

がある。この 3 つのモデルの設定はそれぞれに異なっているが，農業労働者が地域に固定している点を見る

と，Monfort and Nicolini (2000)が Behrens et al. (2003)と一致している。呉(2004)は国内においてすべての労働

者が空間的に移動自由であると設定しているので，前者の 2 つのモデルより一般性がある。特に，製造企業

の海外進出も考慮に入れ分析することで，輸送コストが生産活動の分布に与える影響についてより豊富な結

果を得ている。 

本稿は呉(2004)を踏まえ，モデルをいっそう改善し，さらに厚生面での分析を行い，輸送コストおよび通

関コスト（国際取引コスト）変化の影響を明らかにする。モデルは次のような設定に置かれている。それぞ

れ 2 つの地域を有する 2 つの国からなる経済社会において，労働者は国内両地域間での移動が自由で，国間

の移動が制約されている。国 1 は a，b 両地域を有し，国 2 は c，d 両地域を有する。各国の人口を 1 とする。

産業部門は農業と製造業に分けられ，労働者が両部門間の移動も自由である。農産品は差別化されていない

1 種類しかないものに対して，製造品は差別化された多種類の商品が存在すると仮定する。すべての消費者

は同一の効用関数 

(1)  µµ −= 1AMU

を持つ。A は農産品の消費量を表し，M は差別化された製造品の消費を示す数量指数を表す。µと 1－µはそ

れぞれ製造品と農産品への消費支出シェアである。そして M は代替弾力性が一定の CES 関数 

(2) 
ρ

ρ
1

1
)( 



= ∫

n
diimM ， 0<ρ<1 

によって定義される。m(i)は差別化された第 i 番目の製造品の消費量を表し，n は製造品の種類数を表す。ρ

は消費者の多様性嗜好の度合いを表すパラメータである。ρが小さいほど，消費者の多様性嗜好は強い。 

製造品の地域間で移動するたびに輸送コストがかかり，1 単位製造品は送達地域に届いたときに，(T－1)/T

単位（T≧1）が輸送コストとして消耗される。また製造品は国境を越えるたびに，関税や非関税などの障害

によって生じる費用を通関コストとし，1 単位の製造品が国境を越えるときに，(τ－1)/  τ単位（τ≧1）が通

関コストとして失ってしまうことになる。農産品はゼロ輸送コストで輸送されると仮定すると，各地域の農

産品価格が等しくなる。農産品をニュメレールとする。 

次に生産側を見よう。各製造企業は差別化した 1 種類の製品しか生産しないと仮定する。製造品の生産に



は労働のみ必要とする。地域 r の代表的な製造企業の生産関数は 

(3)    （r,s∈a,b,c,d） rr cqFl +=

と仮定する。qrは地域 r の代表的な製造企業の産出量を表し，lrは労働投入量を表す。F と c はそれぞれ固定

投入と限界投入を表す。固定投入 F の存在は生産関数が収穫逓増的なものを意味する。農業生産関数につい

て， 

(4)   （r∈a,b,c,d    0<β<1） ( )[ βλ rrr LA −= 1 ]
と仮定する。βは農業生産の規模に関して収穫逓減の程度を表すパラメータであり，βは 1 に近いほど農業生

産が規模に関して収穫逓減の程度が弱まり，規模に関して収穫一定に近づく。 

各地域の人口 Lrが外生的に与えられた場合，各地域の部門間所得格差が部門間の労働移動を通じて調整さ

れた状態で，達成された市場均衡をとする。Lrを所与とした場合，短期均衡におけるλr，Grおよび wrは同時

に決定される。そして，短期均衡における各地域の労働者の実質賃金ωrは 
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となる。国内の地域間で実質賃金の格差が存在すれば，地域間の労働移動は発生する。 

地域間の労働移動は労働実質賃金の格差が解消されるまで続くか，あるいは国内の人口がすべて 1 つの地

域に集中するまで続く。そのときに達成する市場均衡を長期均衡と定義する。長期均衡における製造業の空

間的分布パターンは（ⅰ）製造業は 1 つの地域のみに存在するパターン，（ⅱ）製造業は 1 つ国の両地域に均

等に分布するパターン，（ⅲ）製造業はそれぞれの国の 1 つの地域のみに存在するパターン，（ⅳ）製造業は

3 つの地域に存在するパターン，（ⅴ）製造業はすべての地域に存在するパターンに分類することができる。 

長期均衡分析の結果，パターン 2 は常に不安定，パターン 4 は通関コストが非常に大きいときしか安定の

可能性が存在しない。その他のパターンについては図 1 のようにパターン 1 とパターン 3 の安定領域はそれ

ぞれ S1 と S3 曲線の左下方にあり，パターン 5 の安定領域は B 曲線の右上方にある。これは貿易政策にとっ

て重要な意味を持つ。特にパターン 1 の産業分布状態から，周辺国は外国の製造企業を誘致するために一時

的に保護実施を取ることは有効である。また厚生面からみると，パターン 1 からパターン 5 への製造業空間

分布の変遷は中心国の経済厚生の低下と周辺国の経済厚生の向上をもたらす。しかし両国全体の経済厚生は

増加する。 
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図 1 β＝0.70，µ＝0.35，ρ＝0.75 図 2 ＝0.50，µ＝0.30，ρ＝0.75 
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